添付資料２

統制要点例 － 信用取引、発行日取引、市場デリバティブ取引（先物・オプション取引）及び対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等
	Ⅰ　信用取引

	
	１　(委託保証金現金に関する事項）

　顧客からの委託保証金現金は、顧客ごとに管理され、かつ分別管理の対象として顧客ごとの顧客分別金の日次算定に含まれることを確保する手続が整備され、適切に運用されている。また、信用取引の相場変動に基づく損失やその他信用取引に関連して顧客が負担する費用を顧客ごとの顧客分別金の算定金額から除外する場合は、当該除外金額が金融商品取引法第161条の２に規定する取引及びその保証金に関する内閣府令第８条第１項に準拠して算定されていることを確保する手続が整備され、適切に運用されている。なお、留意事項の例としては以下のとおりである。

　－　受入保証金等（現金）から差入保証金（現金）が控除されていないか。

　－　信用取引委託保証金現金と再担保に供する代用有価証券の時価相当額から評価損等の控除を行っている場合、その根拠が明確になっているか。

　－　信用取引の評価損等を控除する場合、顧客毎の受入保証金現金を超えて控除されていないか。

　－　信用取引の評価損等を控除する場合、顧客毎の評価益と評価損はネットされているか（グロスの評価損を控除していないか。）。

　－　異なる顧客間で受入保証金等（現金）から信用取引の決済損（実現損）・評価損が控除されていないか。

　－　顧客分別金として計算すべき受入保証金等がない顧客から、当該顧客の信用取引の決済損・評価損を控除する目的で、必要額（総額）から差し引いて計算されていないか。

－　評価損の算定は、計算日当日の時価で評価されているか。

	
	２　（同意書に関する取扱いの方針）

　保証金代用有価証券を再担保に供することに関する顧客からの同意書の徴求に関する方針が決定されている。また、同意書を徴求し再担保に供する場合には、同意書を入手した顧客からの保証金代用有価証券のみが再担保に供されていることを確保するための体制が整備され、適切に運用されている。

	
	３　（保証金代用有価証券 － 同意書がある場合及びない場合）

　保証金代用有価証券が担保に供されていない場合には、法令等に準拠し単純保管、混蔵保管又は振替法に基づく口座管理の方法により分別管理する体制が整備され、適正に運用されている。（「添付資料１、２　有価証券の分別管理」参照）

	
	４　（保証金代用有価証券 － 転用有価証券に関する事項）

　自己の運転資金等を借り入れるため等、保証金代用有価証券を証券金融会社や母店金融商品取引業者等以外の第三者へ再担保に供する場合には、顧客ごとに有価証券の時価相当額（その日の公表されている最終の価格又はこれに準ずるものとして合理的な方法により算出した価格）が算定され、かつ分別管理の対象としての顧客ごとの顧客分別金の日次算定に含まれていることを確保するための手続が整備され、適切に運用されている。

	
	５　（保証金代用有価証券 － 貸借担保金代用有価証券）

　貸借取引のため、保証金代用有価証券を証券金融会社や母店金融商品取引業者等へ再担保に供する場合には、原則として、顧客ごとに有価証券の時価相当額（その日の公表されている最終の価格又はこれに準ずるものとして合理的な方法により算出した価格）が算定され、かつ分別管理の対象としての顧客ごとの顧客分別金の日次算定に含まれていることを確保する体制が整備され、適切に運用されている。ただし、特定代用有価証券として、すでに分別管理されているものとみなす場合には、特例要件が満たされ、かつ維持されていることを確認できる体制が整備され、適切に運用されている。

	
	６　（本担保証券、本担保現金）

　信用取引の建玉に相当する本担保証券及び本担保現金、信用取引の評価益が分別管理の対象から除外又は控除されるような手続が整備され、適切に運用されている。

	Ⅱ　発行日取引

	
	　発行日取引に係る受入保証金（代用有価証券も含む。）は、その他の受入れられた金銭又は有価証券と同様に分別管理されていることを確保する体制が整備され、適切に運用されている（金商業等府令第139条第１項第３号及び第140条の規定は信用取引に係るもののみであり、発行日取引には適用されない。）。なお、留意事項の例としては以下のとおりである。

　－　顧客分別金として計算すべき受入保証金等がない顧客から、当該顧客の発行日取引の決済損・評価損を控除する目的で、必要額（総額）から差し引いて計算されていないか。

　－　証拠金から諸経費が控除されていないか。

－　評価損の算定は、計算日当日の時価で評価されているか。

	Ⅲ　市場デリバティブ取引（先物・オプション取引）

	
	１　（直接預託と差替預託及び同意書の取扱いに関する方針）

　金融商品取引業者として、直接預託するか、それとも差替預託するのかについての方針が明確に定められている。差替預託する場合には、顧客から同意書を漏れなく徴求していることを確認できる体制が整備され、適切に運用されている。

	
	２　（委託証拠金）

　顧客からの委託証拠金は、金融商品取引所又は金融商品取引清算機関に対して直接預託を行ったものや、計算上の損失として顧客が差し入れる追加証拠金を除き、顧客ごとに管理され、かつ分別管理の対象として、顧客ごとの顧客分別金の日次算定に含まれることを確保する手続が整備され、適切に運用されている。なお、留意事項の例としては以下のとおりである。

－　証拠金から諸経費が控除されていないか。

－　評価損の算定は、計算日当日の時価で評価されているか。

	
	３　（委託証拠金代用有価証券 － 同意書がある場合及びない場合）

　金融商品取引所又は金融商品取引清算機関に対して直接預託を行った場合を除き、委託証拠金代用有価証券を法令等に準拠して単純保管、混蔵保管又は振替法に基づく口座管理の方法により分別管理する体制が整備され、適切に運用されている。（「添付資料１、２　有価証券の分別管理」参照）

	
	４　（委託証拠金代用有価証券－同意書を徴求している場合）

　差替預託の場合、同意書の有無を確認できるような体制が構築されている。この場合、顧客から受け入れた委託証拠金代用有価証券を、他の目的（担保、貸株、ショートカバー等）に転用することなく、委託証拠金代用有価証券を法令に準拠して単純保管、混蔵保管又は振替法に基づく口座管理の方法により分別管理する体制が整備され、適切に運用されている。（「添付資料１、２　有価証券の分別管理」参照）

	
	５　金融商品取引業者の会計記録と第三者（金融商品取引所又は金融商品取引清算機関）からの報告書との間で毎日、勘定残高照合が行われ、顧客の評価損益が検証される手続が整備され、適切に運用されている。

	
	６　金融商品取引所又は金融商品取引清算機関との間で行われた市場デリバティブ取引（先物・オプション取引）に関連して生じた評価益（追加証拠金）のうち、金融商品取引所又は金融商品取引清算機関から受け取ったが顧客にいまだ支払われていないものを、顧客ごとの顧客分別金算定に含める手続が整備され、適切に運用されている。

	
	７　非居住者との先物取引において、金融商品取引所等から非居住者に帰属する評価益を約定日の翌日に受入れたときは、これを必要額に加算する手続が整備され、適切に運用されている（なお、非居住者が評価損の場合に、金融商品取引業者が立替えて金融商品取引所等に差し入れた額を必要額から控除して計算できないことに留意する。）。

	Ⅳ　対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等

	
	１　（決済した場合に顧客に生ずることとなる利益の額及び損失の額に関する事項）

　対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る顧客分別金の算定に当たり、対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等を決済した場合に顧客に生ずることとなる利益の額を含むものとし、当該対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等を決済した場合に顧客に生ずることとなる損失の額が控除されるような手続が整備され、適切に運用されている。なお、留意事項の例としては以下のとおりである。

－　対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等を決済した場合に顧客に生ずることとなる損失の額を超える額が控除されていないか。

－　評価損の算定は、計算日当日の時価で評価されているか。

	
	２　（一括清算の約定をした基本契約書に基づき対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等を行っている場合の取扱いに関する事項）

　顧客との間において一括清算の約定をした基本契約書に基づき対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等を行っている場合において、対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る顧客分別金の額の算定の時において、当該顧客に一括清算事由が生じた場合に当該基本契約書に基づいて行われている特定金融取引について、当該一括清算事由が生じた時における評価額で当該顧客の評価損となるもの（当該対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係るものを除く。）があるときは、当該基本契約書に基づき対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等を決済した場合においても顧客の保護に支障を生ずることがないと認められる限りにおいて、当該評価損の額が控除されるような手続が整備され、適切に運用されている。

	
	３　（その他顧客の計算に属する金銭）

　顧客分別金必要額の算定に当たり、金利調整額及び配当金調整額が加減算されるような手続が整備され、適切に運用されている。

	
	４　（外国市場デリバティブ取引に関する事項）

　外国市場デリバティブ取引に関する事項について、上記Ⅲに掲げる各項目に準じた手続が整備され、適切に運用されている。


以　　　上
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